
平成28年９月定例会

補 正 予 算 資 料
（主な項目）

秋 田 市



（単位：千円）

増 減 率

△ 3.6% 

△ 1.3% 

5.5% 

△ 1.7% 

平成28年９月定例会補正予算

会 計 別 現 計 予 算 ９ 月 定 例 会 補 正 補 正 後 予 算

一 般 会 計
(4,120,266)

130,541,586 1,065,679 131,607,265

131,649 767                 132,416

市 営 墓 地 会 計
164,131 -                   164,131

98,258 -                   98,258

公設地方卸売市場会計
444,930 -                   444,930

中 央 卸 売 市 場 会 計

大 森 山 動 物 園 会 計
528,147 -                   528,147

廃 棄 物 発 電 会 計
384,880 -                   384,880

病 院 事 業 債 管 理 会 計
722,855 -                   722,855

国民健康保険事業会計
37,253,040 -                   37,253,040

母子父子寡婦福祉資金
貸 付 事 業 会 計 103,967 -                   103,967

介 護 保 険 事 業 会 計
28,244,482 13,846              28,258,328

後期高齢者医療事業会計
3,318,628 -                   3,318,628

特 別 会 計 合 計
74,065,329 14,613 74,079,942

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

土 地 区 画 整 理 会 計
2,670,362 -                   2,670,362

市 有 林 会 計

企
業
会
計

水 道 事 業 会 計
10,964,735 -                   10,964,735

下 水 道 事 業 会 計
20,475,180 -                   20,475,180

農業集落排水事業会計
1,308,294 -                   1,308,294

企 業 会 計 合 計
32,748,209 0 32,748,209

総 計
(4,120,266)

237,355,124 1,080,292 238,435,416

※「９月定例会補正」欄の (　) の数字は、債務負担行為補正の金額

前 年 同 期 対 比 表

会 計 別 28 年 ９ 月 定 例 会 27 年 ９ 月 定 例 会 　増　△　減　

一 般 会 計 131,607,265 136,542,231 △ 4,934,966 

特 別 会 計 74,079,942 75,055,008 △ 975,066 

企 業 会 計 32,748,209 31,041,674 1,706,535

総 計 238,435,416 242,638,913 △ 4,203,497 
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補正予算資料（主な項目）

今回の補正予算は、国の補助内示や制度改正に伴う事業など、急を要する事業により編

成した。

（単位：千円）

１ 国・県補助等関連事業

(1) 新 秋田中央横軸連携周遊観光促進事業（観光文化スポーツ部） 4,045

秋田市・男鹿市・大仙市・仙北市の４市（秋田中央横軸）が連携し、

外国人個人旅行者向けの２次交通網の整備に取り組み、来訪する国内外

旅行者の広域周遊観光の促進を図る。

・事業内容：４市連携２次アクセスの検討、観光資源のブラッシュア

ップ、モニター調査

(2) 新 介護ロボット等導入促進事業費補助金（福祉保健部） 9,729

介護サービス事業者が介護ロボットを導入する経費に助成し、介護従

事者の負担軽減を図る。

・助成対象：11法人

・対象機器：マッスルスーツ、見守り支援システム等

(3) 太平山県立自然公園施設整備事業負担金（建設部） 4,000

県が実施する殿淵公衆トイレ改築事業に対し、費用の一部を負担する。

・施工箇所：鵜養緑地広場（河辺岩見地区殿淵園地内）

・県事業費：20,000千円

２ 制度改正関係事業

(1) 予防接種事業（保健所） 29,932

予防接種法施行令の一部改正（平成28年10月１日施行）に伴い、Ｂ型

肝炎の定期の予防接種を実施する。

・接種対象者：平成28年４月１日以降に生まれた１歳未満の者

・接 種 料 金：全額公費負担（6,787円又は7,042円）

※平成28年４月１日以降に生まれ、９月30日までに接種した者に対

して、市独自に接種費用を助成

(2) 児童扶養手当費（子ども未来部） 10,142

児童扶養手当法の一部改正（平成28年８月１日施行）に伴い、児童扶
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養手当を増額する。

・子ども２人目の加算額（月額）

定額 5,000円 → 全部支給10,000円

一部支給 9,990円～ 5,000円

・子ども３人目以降の加算額（月額１人につき）

定額 3,000円 → 全部支給 6,000円

一部支給 5,990円～ 3,000円

※一部支給は所得に応じて決定

(3) 新 水銀含有ごみ分別処理経費（環境部） 14,100

水銀による環境の汚染の防止に関する法律の一部施行（平成28年12月

18日）に伴い、家庭から排出される蛍光管等の水銀含有ごみを分別・収

集運搬・処分する。

・収集開始：平成28年12月１日から

・収集方法：現在、月２回収集している空きびん、空きかん、使用

済み乾電池等と同時に収集

３ その他の事業

(1) 災害ハザードマップ作成経費（総務部） 9,225

水防法の改正に伴い、国土交通省が雄物川に係る洪水浸水想定区域等

を見直したことから、新たな洪水ハザードマップを作成し全世帯に配布

する。

・作成枚数：150,800部（秋田市雄物川流域５分割および市全体図）

・配布時期：平成29年３月

(2) 新 災害対策本部設備高度情報化経費（総務部） 3,050

国土交通省の光回線網と接続し、災害時に、ヘリコプターからのテレ

ビ映像や河川等の様々な映像情報の入手等により、災害対応の的確化・

迅速化を図る。

・事業内容：監視映像回覧システム整備、テレビ会議システム整備

(3) 新 地域総合整備資金貸付事業（企画財政部） 900,000

民間事業者が行う、食品廃棄物を原料とするメタン発酵ガス化バイオ

マス発電事業に対して、整備資金の一部を貸付けする。

・貸 付 対 象 者：（株）ナチュラルエナジージャパン

・事 業 地：秋田市向浜一丁目１番186ほか

・建 物 床 面 積：1,470㎡

・新規雇用人数：15人を予定
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(4) 新 地域おこし協力隊活用事業（企画財政部） 1,993

平成29年４月から「地域おこし協力隊」を活動させるため、隊員を募

集する。

・事業内容：県合同募集説明会への参加、専門情報誌への広告等、採

用面接等

(5) 総合案内フロアマネジャー業務委託経費（市民生活部）

平成29年度以降の総合案内フロアマネジャー業務を委託するにあた

り、プロポーザルによる事業者選定を行う。

＜債務負担行為設定 82,569千円＞

・契約期間：平成28年度～31年度

・業務内容：総合案内フロアマネジャー業務、電話案内業務

(6) 新 農業水利施設突発事故復旧支援事業（産業振興部） 410

県営事業で造成された農業水利施設の不測の事態により発生した事故

について、施設管理者が緊急的に実施する復旧工事に対し、補助金を交

付する。

・対象施設：石川揚水機（雄和中央土地改良区）、

中山谷揚水機（孫左衛門堰土地改良区）

(7) 多世帯同居・近居推進事業（都市整備部） 34,000

多世帯家族が同居又は近居するために必要な、住宅の改修等や賃貸借

契約にかかる費用への補助について、申請件数が当初の見込みを上回っ

たことから増額する。

・当初見込件数：20件 → 申請件数：23件

・今後見込件数：31件

(8) 学校給食物資安定供給業務委託経費（教育委員会）

平成29年度からの学校給食費の公会計化に伴い、学校給食物資の安定

供給に関する業務等を委託するにあたり、プロポーザルによる事業者選

定を行う。 ＜債務負担行為設定 3,984,921千円＞

・契約期間：平成28年度～31年度

・業務内容：学校給食物資安定供給業務、地産地消推進業務等

(9) 消防団器具置場改築事業（消防本部） 4,566

県道改築工事に伴い、消防団器具置場を曳家により移転する。

・対象分団：雄和第三分団種沢班

・移 転 先：隣接の種沢自治会所有地



- 4 -

　（単位：千円）
　

区　　　分 水　　道 下 水 道 農業集落排水

収益的収入 7,768,690 10,853,468 872,920

(下段:Ａ) 7,248,511 10,452,461 861,740

収　　入 資本的収入 1,538,558 4,662,690 112,965

1,522,781 4,662,684 112,965

9,307,248 15,516,158 985,885
計

8,771,292 15,115,145 974,705

収益的支出 6,140,972 9,650,681 830,697

(下段:Ｂ) 5,765,998 9,343,204 820,060

支　　出 資本的支出 3,641,024 8,938,845 320,927

3,487,706 8,727,222 319,934

9,781,996 18,589,526 1,151,624
計

9,253,704 18,070,426 1,139,994

 27年度損益  　（Ａ－Ｂ） 1,482,513 1,109,257 41,680

 26年度末累積欠損金 － － －

 27年度末累積欠損金 － － －

 27年度末未処分利益剰余金 2,487,425 1,789,495 66,072
 うち当年度純利益 1,482,513 1,109,257 41,680

 27年度末内部留保資金残高 6,390,306 1,684,142 479,635

 27年度末建設改良積立金残高 21,433 － －

 27年度末引当金残高 2,230,429 1,870,378 52,385
　 うち退職給付引当金 1,252,315 853,604 36,385
　 うち修繕引当金 978,114 1,016,774 16,000
[参考]
 26年度損益 1,004,912 680,237 24,391

 不良債務比率（％） － － － 

平成27年度企業会計決算

※上段は消費税込みの額、下段は消費税抜きの額である。
※水道事業会計の27年度末未処分利益剰余金のうち、当年度純利益については減債積立金と建設改良積立
　金への処分を予定している。

※下水道事業会計の27年度末未処分利益剰余金のうち、当年度純利益については減債積立金への処分を予
　定している。

※農業集落排水事業会計の27年度末未処分利益剰余金のうち、当年度純利益については減債積立金への処
　分を予定している。


